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募集情報の的確表示関係 

 
令和５年４月 25日 参議院 内閣委員会 
○三浦信祐君  

（略）続いて、特定受託業務事業者の就業環境の整備、こういう規定がありますので、これにつ

いて伺いたいと思います。 

 第十二条にて、募集情報の的確な表示が規定されております。広告等により募集情報を提供す

るときは、虚偽表示をしてはならず、正確かつ最新の内容に保たなければならないとなっておりま

す。 

 本規定を管轄する機関はどこになるのでしょうか。また、確認手法とその頻度、運用と間違いが

発見あるいは通報があった場合、どのような指導監督を行うことになるのでしょうか。 

 フリーランスの方が、被害などが生じてからの対応とのセーフティーネットの役割であるというの

が今回の法律の位置付けではあると思いますけれども、予防的措置、被害が生じない構えを取る

ようにしていただきたいと思います。このことを求めたいと思いますが、いかがでしょうか。 

●政府参考人（宮本悦子君）  

お答え申し上げます。本法案第十二条におきましては、特定業務委託事業者が広告等により

特定受託事業者の募集に関する情報を提供するときは、虚偽の表示又は誤解を生じさせる表示

をしてはならず、また正確かつ最新の内容に保たなければならないこととしてございます。 

 これは、虚偽の募集情報等により生ずる特定業務委託事業者と特定委託、失礼しました、特定

受託事業者との間のトラブルを防止するとともに、虚偽の募集情報等による特定受託事業者の就

業機会の損失を防ぐ等の趣旨で設けるものであり、特定受託事業者の就業環境の整備に関する

事項として厚生労働省が所管することとしてございます。 

 本規定の執行に当たりましては、本法案におけます他の規定と同様、特定受託事業者からの申

出に基づき端緒を得ることを想定してございます。申出を受けた場合、都道府県労働局におきま

して、広告やインターネット等に掲載されている情報の確認のほか、必要に応じて特定業務委託

事業者等にヒアリング等を行い、違反が認められる場合は助言、指導等により是正を図ることとし

てございます。 

 募集情報の的確な表示につきましては、厚生労働大臣の定める指針におきまして不適切な事

例や特定業務委託事業者が取り組むべき事項をお示しすることとしており、指針等を丁寧に周知

していくとともに、本規定を適切に執行していくため、厚生労働省におきまして必要な人員及び体

制の確保に努めてまいりたいと考えております。 

 

○高木かおり君  

（略）募集情報の的確な表示、第十二条についてです。 

 特定業務委託事業者に限定して募集情報の的確な表示義務が課されておりますけれども、一

方で、発注時の契約内容の明示義務、これ第三条、は広く業務委託事業者が対象であるというこ

とです。このような相違を設けた理由は何かという点と、それから、業務委託事業者による募集に

ついても的確な表示が必要であることには変わらないのではないかと。そして、ちょっと重ねて御

質問したいんですけれども、職業安定法の場合は求人企業だけでなく職業紹介事業者等も対象

となっておりますけれども、本法律案では、業務委託の契約当事者ではない業務委託のあっせん、

それから仲介、宣伝広告するようなこのいわゆる仲介事業者についての、この規制対象、これを

対象としなかった理由についても併せて伺いたいと思います。 

●政府参考人（宮本悦子君）  

お答え申し上げます。事業者間取引につきましては、取引自由の原則の下、行政の介入は最

小限にとどめるべきであるものの、一人の個人として業務委託を受けるフリーランスにつきまして
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は、組織として事業を行う発注事業者との間で交渉力やその前提となる情報収集力の格差が生

じやすいと考えられることから、本法案では、組織である特定業務委託事業者が行う業務委託に

つきまして、募集情報の的確表示を含め、一定の規律を設けることとしたものでございます。 

 一方で、業務委託をした場合の取引条件の明示義務につきましては、当事者間の認識の相違

を減らし、トラブルを未然に防止するという点において発注事業者の利益にも資することから、本

規定に限り、個人である業務委託事業者が行う業務委託についても特に規制の対象と、規律の

対象とした、することとしたものでございます。 

 また、仲介事業者についてでございますが、単に発注事業者とフリーランスとの間の業務委託

契約をあっせんしている場合には契約形態上は契約を、失礼いたしました、契約形態上は業務委

託契約に該当しないが、契約形態だけでなく、委託内容の関与の状況、金銭債権の内容、性格、

債務不履行時の責任主体等を総合的に判断した結果、実質的にその仲介事業者が業務委託を

行っていると評価できる場合には、本法案におけます規制対象である特定業務委託事業者に該

当することとなります。 

 他方、取引実態に照らしても、あっせんを行っているにすぎない場合には本法案の規制対象で

ある特定業務委託事業者には該当しませんが、仲介事業者を利用して業務委託を行う発注事業

者とフリーランスとの間の取引は本法案の規制の対象となり、当該取引に問題がある場合には、

発注事業者とともに、仲介事業者に対する調査の実施も含め適切に対応していくこととしてござい

ます。 

○高木かおり君  

（略）募集情報である業務の内容のその他の就業に関する事項として政令で定める事項として、

どのようなものが想定されているのか、発注時に明示しなければならない内容との違いはあるの

か、この点について最後、お聞かせください。 

●政府参考人（宮本悦子君）  

お答え申し上げます。本法案では、第十二条におきまして、虚偽の募集情報等により生じるトラ

ブルを防止するため、特定業務委託事業者における募集情報の的確な表示について規定してご

ざいます。虚偽の表示又は誤解を生じさせる表示をしてはならない事項としては、現時点におきま

しては、法律案に明記されております業務の内容のほか、政令で定める事項としては、委託者の

情報に関する事項、報酬に関する事項、給付の場所や期間、時期に関する事項などを想定してご

ざいます。 

 他方、第三条におきまして、業務委託をした場合に書面等により明示しなければならない事項と

しては、現時点におきましては、法律案に明記されている給付の内容、報酬の額、支払期日のほ

か、受託、委託者の名称、業務委託をした日、給付の提供場所、給付の期日を想定してございま

す。 

 広告等によります募集情報は、フリーランスが当該募集に応じるかどうかを判断するための情

報であることから、的確表示義務の対象とする事項は、基本的には業務委託時の条件明示の事

項に相当する事項としていく予定でございますが、募集条項に関する規律という性格上、業務委

託をした日などの実際に業務委託を行うことに伴う事項については含まれないなど、書面等によ

る明示事項とは対象が異なる部分もあると考えてございます。 

 また、募集情報と実際の取引条件の違いにつきましては、例えば予定よりも高額な報酬額を表

示するなど、意図的に実際の取引条件と異なる情報を表示した場合には虚偽の表示に、モデル

報酬額の例であるにもかかわらず、その旨を示さず、報酬額が確約されているかのように表示し

た場合には誤解を生じさせる表示に、それぞれ該当する可能性があると考えられます。 

 いずれにいたしましても、個別の事案につきまして、社会通念上虚偽の表示又は誤解を生じさ

せる表示に該当するかどうかを客観的に判断することとなると考えてございます。 
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令和５年４月 27日 参議院 内閣委員会 
○柴田巧君  

（略）公取、それから中小企業庁及び厚労省との関係についてお聞きをします。 

 本法律案第十二条は、就業環境の整備として、募集情報の的確な表示について規定をしており

ますが、仮に募集情報の内容と契約時に明示された内容が異なっていた場合、本法律案による

対応はどのように行われるのか。この募集情報の的確表示義務への違反として対応する場合、

勧告、命令の主体は厚労大臣ということになりますが、このような事案は取引の適正さも害するも

のということになると思われますので、そうなると公取による対応も必要ではないかと考えますが、

大臣にお尋ねをしたいと思います。 

●新しい資本主義担当大臣（後藤茂之君）  

フリーランスから厚生労働大臣に募集情報と実際の取引条件が異なっているなどの申出があ

った場合に、各都道府県の労働局において、掲載されている募集情報の確認のほか、必要に応

じて発注事業者に対するヒアリング等を行いまして、違反が認められる場合は助言、指導等によ

り是正を図ることとなります。 

 また、募集情報の的確表示の問題にとどまらず、これが取引条件明示義務の違反、三条、ある

いは報酬の不払、四条など、適正な取引の阻害に当たるような場合については公正取引委員会

が助言等を行うなど、厚生労働省と公正取引委員会が連携をしてフリーランスの保護を図っていく

ことになります。 
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中途解除等の事前予告・理由開示関係 

 
令和５年４月５日 衆議院 内閣委員会 
○井坂信彦君  

（略）続きまして、七番目、契約解除や更新停止の歯止めについて伺います。 

 昨年六月のセブンイレブン店舗明渡し事件、また、その前のほっかほっか亭事件や相撲協会事

件など、継続的な契約の解除にはそれ相応の理由が必要という判決が幾つか出てきております。 

 契約解除を規制し過ぎると、これは受注するフリーランス側もお試し発注を受けることができず

に営業がしにくくなるという声もあります。しかし、継続的また断続的な取引の場合は、発注者側

が理由もなく簡単に契約解除や更新停止ができないような一定の歯止めが必要ではないでしょう

か。大臣に伺います。 

●新しい資本主義担当大臣（後藤茂之君）  

契約関係の解消は、取引自由の原則の中で契約当事者間において判断されるべきものであり

まして、行政が直接制限することは、法制上の課題や発注控えのおそれなど課題が多いと考えて

おります。 

 一方で、今委員御指摘のような一定期間継続する取引においては、発注事業者への依存度が

高まっている中で契約を突然解除された等の場合、特定受託事業者は次の契約先を探すまでの

時間的、経済的損失を被ることから、本法案においては中途解約時等の事前予告の規制を盛り

込んでいるところでありまして、まずは、本規制の適切な運用、定着を図ってまいりたいというふう

に思います。 

○井坂信彦君  

今回の法律を作るに当たっての法制度の方向性という文書の中には、契約締結時に終了事由

を明記をして、契約終了時にはその理由を提示する必要がある、そういう法律を作りましょうという

ふうに方向性にははっきり書かれていたわけであります。ところが、本法案ではそれが条件明示

の項目から消えています。 

 少なくとも、法制度、法律を作る直前の段階までは、これは重要な項目だと政府も認識をしてい

たことは間違いがありません。 

 大臣に重ねて伺いますが、継続的、断続的な取引に限定をして、せめて契約締結時に終了事由

を明記をする、これぐらいは義務づけられないでしょうか。 

●新しい資本主義担当大臣（後藤茂之君）  

委員おっしゃったように、パブリックコメントの段階では、契約の終了事由ということについては

継続的業務委託を行う場合の記載事項として検討をしているような形でパブリックコメントに供し

たということは事実でありますけれども、まずは今の枠組みの中で考えさせていただいたその後

の取扱いということにさせていただきたいと思います。 

 

○岩谷良平君  

（略）今申し上げた例のとおり、二つのプラットフォーマーと契約していて、一つについては週一

回と申し上げましたけれども、これが例えば月一回あるいは二か月に一回とかいう場合でも、その

基本契約の内容によっては継続的とみなされる可能性があるという御答弁というふうに認識しま

したが、これはやはり相当、事業者にとっては、プラットフォーマーにとっては大きな負担となる可

能性がありますから、ここは恐らくそれを避けるような基本契約の内容に変えていただく必要があ

るんだろうと実態は思うんですね。そういうような相談とか助言というのはしっかりとしていただき

たいなというふうに思います。混乱が起きないようにしていただきたいと思います。続きまして、同

じくフードデリバリーのプラットフォーマーに関することですけれども、今回の法案の十六条では、

解約の事前予告の義務等がありますけれども、例えば、配達員、受託者の側が危険な交通違反
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をした例とかがある。あるいは、海外だと、フードデリバリーの配達者、受託者の方が運んでいる

料理を途中で食べてしまう、そんなことも実際あるらしいんですね。そういった場合に、事前予告

の義務があるから即時解除できないということになったら、これはおかしな話になると思うんです

ね。ですから、こういった公序良俗に反することとか、法令、契約違反等に該当する場合があった、

あるいは、委託者側も上流の発注者に突然契約を解除されたのでもうこれ以上払えないんですと

いうような、急遽解除せざるを得ない場合というのも想定されるわけですね。このような場合、事

前告知の義務が免除されて即時解約することが当然認められると思うんですけれども、確認させ

ていただきたいと思います。 

●政府参考人（宮本悦子君）  

お答え申し上げます。特定業務委託事業者が契約を中途解除等する事由は様々であることか

ら、本法案におきましては、事前に予告をすることが困難な場合等において予告を不要とする例

外事由を厚生労働省令で定めることとしております。 

 具体的には、天災等により業務委託の実施が困難になったため契約を解除する場合や、特定

業務委託事業者の上流の発注事業者によるプロジェクトの突然のキャンセルにより特定受託事

業者との契約を解除せざるを得ない場合、また、契約を解除することについて特定受託事業者の

責めに帰すべき事由がある場合等が想定されます。こうした前提に立った場合、議員御指摘のよ

うな、特定受託事業者の行為が公序良俗に反したり、法令違反や重大な契約違反等に当たるとさ

れるケースは、契約を解除することについて特定受託事業者の責めに帰すべき事由がある場合

に該当する可能性があるというふうに考えてございます。 

 
令和５年４月 25日 参議院 内閣委員会 
○井上哲士君  

（略）続いて、継続的業務委託における解約規制の問題についてお聞きします。 

 参考人、お聞きしますけれども、法案に第十六条の解除の予告というのがありますが、この継続

的業務委託に関する契約解除の予告と解除の事由を開示を規定しているわけでありますが、こ

の条文についてどのように評価をされているでしょうか。 

●参考人（杉村和美君）  

第十六条についての御質問ですけれども、契約解除の予告と解除理由の開示だけでは不十分

です。なぜなら、常駐フリーはもとより、一般のフリーランスであっても、継続的に業務を受けてい

るケースは取引先への経済的依存度が高く、解除されるとたちまち生活が成り立たなくなってしま

うからです。 

 継続的業務委託の打切りは、雇用労働者にとっての解雇と同じです。一か月前に通告があった

からといって、すぐに次の仕事が見付かるわけではありません。それに、フリーランスには失業手

当もなく、次の仕事が見付かるまでは貯金を切り崩して生活せざるを得ないのが実情です。 

 実際に、契約解除、不更新の相談は、報酬不払、支払遅延に次いで多いです。契約解除の理

由が開示されたとしても、それが納得できない理由であった場合、どのような救済方法があるので

しょうか。解約や不更新には正当な理由が必要であることが定められていて初めて撤回を求める

交渉等ができますし、安易で不合理な解約や不更新を防ぐものともなります。 

 また、日本相撲協会事件や個人経営の新聞販売店の契約更新拒絶事件など、継続的契約の

解消の制限についての裁判例が積み上げられてきています。 

 ついては、継続的契約の解除や不更新には合理的な事由ないしやむを得ない事由等の正当な

事由が必要であるということを盛り込んでいただきたいというふうに思います。 

○井上哲士君  

内閣府、お聞きしますが、今ありましたように、第十六条第二項は、単に契約解除の事由の開

示を求めるだけにすぎません。これでは、どんな理由があっても開示さえすれば契約解除も自由

にできるということになるわけで、これではフリーランスは保護されないというのが今の参考人の
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御意見でありました。 

 参考人が述べたように、正当な事由を開示するということにするべきではありませんか。 

●政府参考人（宮本悦子君）  

お答え申し上げます。フリーランスと発注事業者間の取引は事業者間取引でございまして、そ

の契約関係の解消は取引自由の原則の中で契約当事者間に委ねられているものであることから、

一般に取引法制において、解除事由によって解除を直接制限することは法制上の課題や発注控

えのおそれなどの課題が多いと認識してございます。 

 一方で、一定期間取引を継続することに伴いまして発注事業者への依存度が高まるが、こうし

た中で契約を突然解除などされた場合、フリーランスは次の契約先を探す必要が生じるなどの時

間的、経済的損失を被ることから、中途解除等の事前予告の規制を設けることとしたところでござ

います。まずは本法案の適切な運用、定着を図ってまいりたいと考えてございます。 

 なお、一方的な契約解除によりトラブルが生じた場合には、フリーランス・トラブル一一〇番に相

談し、法律上取り得る対応等についてアドバイスを求められることについても周知などを図ってま

いりたいというふうに考えてございます。 

 

令和５年４月 27日 参議院 内閣委員会 
○広瀬めぐみ君  

（略）本法の十六条では、契約の解除の仕方として、発注者が受注者に対して三十日前までに

解除の予告をしなくてはならないと明示してあります。同時に、同条ただし書で、災害そのほかや

むを得ない事由により予告することが困難な場合そのほか厚生労働省令で定める場合はこの限

りではないとして、予告解約の例外を定めております。 

 つまり、即刻解約ができる場合があるということですが、このやむを得ない事由としてどのような

場合が考えられますか。私がお聞きしたのは、デリバリーのお客様にラブレターを渡すなど業務

の支障になる場合がある、こういう場合に即刻解約にしたいというふうに企業の方にはお伺いい

たしました。いかがでしょうか。 

●政府参考人（宮本悦子君）  

お答え申し上げます。本法案におきましては、第十六条におきまして、発注事業者に対し、継続

的業務委託に係る契約を解除等する場合の事前予告を義務付けておりますが、発注事業者が契

約を解除等する事由は様々であることから、事前に予告することが困難な場合等におきましては

予告を不要とする例外事由を厚生労働省令で定めることとしてございます。 

 具体的な内容につきましては、一、天災等により業務委託の実施が困難になったため契約を解

除する場合、二、特定業務委託事業者の上流の発注事業者によるプロジェクトの突然のキャンセ

ルにより特定受託事業者との契約を解除せざるを得ない場合、三、契約を解除することについて

特定受託事業者の責めに帰すべき事由がある場合等が想定されております。 

 予告を不要とする例外事由の具体的な内容につきましては、今後、取引の実態もよく把握しな

がら引き続き検討してまいりたいと考えてございます。 
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継続的業務委託関係 

 
令和５年４月５日 衆議院 内閣委員会 
○國重徹君  

（略）発注者側としては、従業員がいるかどうかというのを逐一確認するというのは煩雑ですし、

負担になりますので、従業員の有無について、発注時点で判断すればいいということだったと思

います。 

 その上で、発注者側に適正な取引を行っていただくことが重要になります。この点、本法案では、

五条で、特定業務委託事業者の遵守事項が定められております。ここで言う遵守事項、これにつ

きましては、例えば、特定受託事業者の責めに帰すべき事由がないのに、給付の受領を拒む、報

酬の額を減ずる、こういった、ある意味、当たり前にやってはいけないことが定められています。に

もかかわらず、その対象となる事業者は、一項で、政令で定める期間以上の期間、業務委託を行

う、つまり、継続性のある特定業務委託事業者に限定をされております。 

 この継続性の要件を求めた趣旨は何なのか、お伺いします。 

●政府参考人（小林浩史君）  

お答え申し上げます。本法案は、従業員を雇わず一人の個人として業務を行う特定事業者に

ついては、組織たる発注事業者との関係で、情報収集力や交渉力、こういった観点で構造的に格

差が生じやすい、こういうことに鑑みまして、広く保護を及ぼしているものでございまして、下請代

金法の規制対象となっていない資本金一千万以下の小規模な発注事業者であっても、従業員を

使用していれば規制が及ぶということでございます。 

 他方で、事業者取引における契約自由の原則の観点から、事業者取引に関する規制に基づく

行政の介入というものは最小限にとどめるべきであることにも留意が必要でございます。発注事

業者に対し、重過ぎる負担が生じることのないよう、また、これにより特定受託事業者への発注控

えが生じる、こういったことがないよう、規制は必要最小限とする必要があると考えてございます。 

 この点、一般に、契約期間が長くなるほど、発注事業者と受注事業者との間で経済的な依存関

係が生じ、それを利用されて不利益を受けやすい傾向にあると存じております。現に、内閣官房

が関係省庁と共同で実施したアンケート調査におきましても、主な取引先との契約期間が長くなる

ほど、取引先から不利益な行為を受けやすいという実態がございます。 

 このため、本法案においては、一定の期間にわたって継続する業務委託のみを対象として、受

領拒否等の禁止義務を課すこととしたところでございます。 

○國重徹君  

今答弁で述べていただいたような趣旨からしますと、保護対象は不当に狭くならないように、こ

の継続性の要件は、ある程度短期間に設定すべきと考えます。この五条一項の、政令で定める

期間以上の期間について、どのくらいの期間を想定しているのか、答弁を求めます。 

●政府参考人（小林浩史君）  

お答え申し上げます。政令で定める期間については、先ほど申し上げましたアンケート調査も

踏まえますと、主な取引先との契約期間が三か月を超えて六か月といった長期となるほど、取引

先から不利益行為というものを受けやすいという傾向が見られますので、これも一つの参考として

検討することとしてございます。 

 この具体的な期間につきましては、先ほども御答弁させていただきましたけれども、規制対象と

なる小規模な発注者の負担の程度や規制の実効性、こういったもののバランスを踏まえまして、

今後、関係者の意見をよく確認しながら、フリーランス取引の実態に即した期間というのを設定し

てまいりたいと考えてございます。 
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○國重徹君 

次に、本法案では、育児、介護等との両立に配慮するよう定めた十三条一項にも、先ほどの五

条一項と同様の継続性の要件が設けられています。組織体であれば、個人の家庭の事情をカバ

ーし合うこともできます。でも、本法案で言う特定受託事業者は一人であるがゆえに、育児、介護

等の家庭事情がもろに仕事に影響を及ぼすことになります。 

 こういったことからしますと、安定的に仕事を続けていくためにはやはり一定の配慮が必要で、と

りわけ、実質的に依存度、従属度が高くなる一定長期の業務委託をしている事業者には適切な配

慮をしてもらうことが必要になります。他方で、長期ではなくて、単発、短期間の取引を行っている

事業者にも様々な配慮を求めるというのは、これはバランスが悪いようにも思えます。こういったこ

とを踏まえますと、この十三条一項が想定する期間、これについては先ほどの五条一項とは差が

出てくるものと考えますが、これらの期間は同じなのか違うのか。違うのであれば、十三条一項で

はどの程度の期間を想定しているのか、答弁を求めます。 

●政府参考人（宮本悦子君）  
お答え申し上げます。育児、介護等への配慮義務に係る継続性の要件については、第五条に

規定する受領拒否等の禁止行為に係るものと比べて長い期間を想定してございます。これは、育

児、介護等への配慮は、当事者間に一定期間以上の取引関係があることで、育児、介護等と両

立した働き方を両当事者間で調整できる関係性が生まれると考えられることから、受領拒否等と

の禁止と比べて比較的長い期間を設けることが適当であるためでございます。また、政令で定め

る期間につきましては、内閣官房が関係省庁と共同で実施したアンケート調査におきまして、契約

期間が一年以上の場合には仕事のかけ持ち数が減るという結果となっており、これも一つの参考

として検討することとしてございます。具体的な期間につきましては、関係者の意見をよく確認しな

がら、フリーランス取引の実態に即した期間を設定してまいりたいと考えてございます。 

 

○岩谷良平君  

（略）それから、同じくフードデリバリーのプラットフォーマーの皆さんからの御意見ですけれども、

五条とか十三条とか十六条の継続的という要件なんですけれども、例えば、Ａというフードデリバ

リーのプラットフォーマー事業者と、Ｂというプラットフォーマー事業者、両方に登録をしているとい

うような受託者も多いらしいんですね。そのときに、ＡはメインでＢはサブだと。だから、メインのＡ

のプラットフォーマーに関しては毎日フードデリバリーを受注する、だけれども、Ｂの方は、その受

注がないときの空いているとき、例えば週一回とかしか受注しない、そういった働き方の方もいる

と聞いております。 

 このような場合、今申し上げた例でいうと、たまにしか受けないＢについて、継続的というふうに

されるのかどうか、どういった基準で判断されるのか、お伺いしたいと思います。 

●政府参考人（宮本悦子君）  

お答え申し上げます。業務委託契約の中には、個別契約に共通して適用される条件を基本契

約として定め、発注者が具体的な仕事を委託する際に、当該基本契約に基づき個別契約を締結

して仕事を依頼するという契約形態がございます。 

 こうした契約形態につきましては、基本契約で給付の内容や報酬など主要の取引条件を定めて

いるのであれば、業務委託契約の一部をなしているものとして、基本契約の契約期間が政令で定

める期間以上であるかどうかを判断して、育児、介護との両立への配慮、十三条、それから、十六

条の中途解除等の事前予告の規律を適用することを想定してございます。このため、フードデリ

バリーサービス業におきまして、仮にプラットフォーマー事業者の利用規約が基本契約として業務

委託契約の一部をなしていると判断される場合には、その契約期間が政令で定める期間以上で

あれば、配達の受託状況にかかわらず、継続的業務委託に該当することがあると考えております。 

 具体的にどのような契約が継続的業務委託に該当するかにつきましては、法案成立後、契約の

実態を把握して、関係者の御意見を伺いながら検討してまいりたいというふうに考えてございます。 
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令和５年４月 21日 参議院 本会議 
○塩村あやか君  

（略） 育児介護等への配慮義務は政令で定める期間以上の業務委託に適用をされるもので

すが、この政令で定める期間は、衆議院内閣委員会において、一年以上を検討する旨の答弁が

ありました。この一年以上という根拠は何なのでしょうか。政府は、アンケート調査において契約

期間が一年以上の場合には仕事の掛け持ち数が減るという結果になっている旨の答弁をしてい

ますが、それと育児介護等への配慮義務が求められる委託期間との間にどのような合理的関連

性があるのか、お答えください。（略） 

●新しい資本主義担当大臣（後藤茂之君）  

（略） 育児介護等への配慮義務の対象となる取引の期間については、内閣官房のアンケート

調査において、契約期間が一年以上の場合には、仕事の掛け持ち数が減ることにより特定の発

注事業者への依存度合いが高まる傾向が見られること、一定期間以上の取引関係があることで

当事者間で働き方を調整できる関係性が生まれると考えられることから、これらを参考として政令

で定めることとしています。具体的な期間については、関係者の意見をよく伺いながら、取引の実

態に即して設定してまいります。（略） 

 

○高木かおり君  

（略）次に、特定業務委託事業者の禁止行為については、政令で定める期間以上の継続的な

業務委託に限り適用されます。衆議院における議論の中で、契約期間が長くなるほど発注事業者

と受注事業者との間で経済的な依存関係が生じ、それを利用されて不利益を受けやすい傾向に

あると政府から答弁がございました。しかし、個々の業務委託の契約期間の長さだけで対象を区

切ってしまうと、本来保護されるべき方がその対象から抜け落ちてしまう懸念は拭えないのではな

いでしょうか。 

 例えば、特定の発注事業者の業務委託に専属的に従事していても、個々の業務委託の期間自

体はそれほど長くないようなケースもあり得ます。政令を定めるに当たっては、一律に数か月以上

などという形で定めるのではなく、例えば、一定期間内での同じ事業者との契約回数に着目する

ことも検討してはどうかと考えますが、いかがでしょうか。（略） 

●新しい資本主義担当大臣（後藤茂之君）  

（略）禁止行為の規制対象となる契約の期間の長さについてお尋ねがありました。本法案は、

下請代金法の規制対象となっていない小規模な発注事業者であっても、従業員を使用し、特定受

託事業者に委託する場合には、特定業務委託事業者として規制が及びます。 

 他方で、事業者間における契約自由の原則の観点から、事業者取引に対する規制に基づく行

政の介入は最小限にとどめるべきであることにも留意が必要です。発注事業者に対し重過ぎる負

担が生じることのないよう、また、これにより特定受託事業者への発注控えが生じることのないよ

う、規制は必要最小限とする必要があります。 

 また、一般的には、契約期間が長くなるほど発注事業者と受注事業者との間で経済的な依存関

係が生じ、それを利用されて不利益を受けやすい傾向にあります。内閣官房が関係省庁と共同で

実施したアンケート調査でも、主な取引先との契約期間が長くなるほど取引先から不利益な行為

を受けやすいとの実態が見られます。 

 こうした実態を踏まえたフリーランス保護の必要性と、過度の負担に係る発注控えを回避する観

点も含めて、本法案では、一定の期間にわたって継続する業務委託のみを対象として受領拒否

等の禁止義務を課すこととしています。 

 なお、御指摘の一定期間内での同じ事業者との間の契約回数に着目する案については、例え

ば個々の業務委託の契約期間が短い場合であっても、それが実態として同一の契約であり、そ

の更新を繰り返した結果、政令で定める期間を超える場合には禁止義務の対象となることも想定

しています。 
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○井上哲士君  

（略）さらに、特定業務委託事業者に課せられる給付の受領拒否や返品、報酬減額、著しく低い

報酬額の設定の禁止、育児、介護との両立支援への配慮、契約の中途解除の予告義務は、業務

委託が継続的である場合に限られています。単発、短期の業務委託は、報酬減額や著しく低い報

酬額が設定されても構わないのですか。答弁を求めます。（略） 

●新しい資本主義担当大臣（後藤茂之君）  

禁止行為の規制対象となる契約の期間等についてお尋ねがありました。一般的には、契約期

間が長くなるほど発注事業者と受注事業者との間で経済的な依存関係が生じ、それを利用されて

不利益を受けやすい傾向にあり、内閣官房が関係省庁と共同で実施したアンケート調査でも同様

の実態が見られます。こうした実態を踏まえたフリーランス保護の必要性と、過度な負担による発

注控えを回避する観点も含めて、本法案では、一定の期間にわたって継続する業務委託のみを

対象として報酬減額の禁止などの義務を課すこととしています。 

 御指摘の政令で定める期間については、内閣官房が関係省庁と共同で実施したアンケート調査

では、主な取引先との契約関係が三か月を超えて六か月といった長期となるほど取引先から不

利益行為を受けやすいという傾向が見られるため、これも一つの参考として検討することとしてい

ます。 

 具体的な期間は、規制対象となる小規模な発注事業者の負担や規制の実効性などのバランス

を踏まえ、今後、関係者の意見をよく確認しながらフリーランス取引の実態に即した期間を設定し

てまいります。（略） 

○井上哲士君  

（略）業務委託が継続であるとする期間は、政令で定める期間以上とされていますが、どのくら

いの期間を想定しているのですか。 

●新しい資本主義担当大臣（後藤茂之君）   

（略）禁止行為の規制対象となる契約の期間等についてお尋ねがありました。一般的には、契

約期間が長くなるほど発注事業者と受注事業者との間で経済的な依存関係が生じ、それを利用

されて不利益を受けやすい傾向にあり、内閣官房が関係省庁と共同で実施したアンケート調査で

も同様の実態が見られます。こうした実態を踏まえたフリーランス保護の必要性と、過度な負担に

よる発注控えを回避する観点も含めて、本法案では、一定の期間にわたって継続する業務委託

のみを対象として報酬減額の禁止などの義務を課すこととしています。 

 御指摘の政令で定める期間については、内閣官房が関係省庁と共同で実施したアンケート調査

では、主な取引先との契約関係が三か月を超えて六か月といった長期となるほど取引先から不

利益行為を受けやすいという傾向が見られるため、これも一つの参考として検討することとしてい

ます。 

 具体的な期間は、規制対象となる小規模な発注事業者の負担や規制の実効性などのバランス

を踏まえ、今後、関係者の意見をよく確認しながらフリーランス取引の実態に即した期間を設定し

てまいります。（略） 

 

令和５年４月 25日 参議院 内閣委員会 
○山田太郎君 

（略） もう一つ、三点目なんですが、どれぐらいの期間以上のものを継続的業務委託というふう

にしているのか。（略） 

●政府参考人（宮本悦子君）  

（略） 継続的業務委託として育児、介護等への配慮義務の対象となる取引の期間につきまし

ては、内閣官房のアンケート調査において、契約期間が一年以上の場合には仕事の掛け持ち数

が減ることにより特定の発注事業者への依存度合いが高まる傾向が見られること、また、一定期
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間以上の取引関係があることで当事者間で働き方を調整できる関係性が生まれると考えられるこ

とから、これらを参考として設定することとしております。（略） 

○高木かおり君  

（略）続いて、この発注事業者に経済的に依存して従属的な立場に置かれるおそれがあると考

えられるこの継続的な業務委託、これ、広く含まれるようガイドライン等で解釈基準を示すべきで

ないかと思うんですけれど、この点についてはいかがでしょうか。 

●政府参考人（小林浩史君）  

お答え申し上げます。先ほどの御質問への御回答と関連する部分ございますけれども、本法案

では、個々の業務委託の契約期間が政令で定める期間よりも短い場合でも、それらが実態として

同一の契約であり、その更新を繰り返した結果政令で定める期間を超えるときには継続的な業務

委託に含まれることとしてございます。 

 そのため、経済的に依存し、従属的な立場に置かれるおそれがあると考えられる継続的な業務

委託について、広く本法案の対象になると考えてございます。 

 その上で、具体的にどのような業務委託が継続的な業務委託に当たるか否かなど、本法案の

適用関係については発注事業者及び受注事業者の双方にしっかりと周知する必要があるものと

認識しておりますので、本法案が成立した場合には、施行までの間にガイドライン等の形で対外

的にお示しすることを考えてございます。 

 

令和５年４月 27日 参議院 内閣委員会 
○柴田巧君 

（略）この遵守事項、育児、介護等の配慮及び解除等の予告に関わる業務委託の継続性につ

いてということでありますけれども、この本法律案の第五条、特定業務委託事業者の遵守事項で

す。それから、十三条は育児、介護等に対する配慮、第十六条は解除等の予告ということであり

ますが、その規定に係るこの業務委託につき、政令で定める期間以上の期間を行うものと、継続

性が要件とされております。 

 この特定業務委託事業者の遵守事項に係る業務委託について継続性を要件とした趣旨につい

てはこれまでも、事業者取引に関する規制は必要最小限とすべきとした上で、内閣官房が関係省

庁と共同で実施したアンケート調査を紹介しながら、主な取引先との契約期間が長くなるほど取

引先から不利益な行為を受けやすいという実態があるという答弁をしておりますが、そこでまずち

ょっと確認をしたいのですが、この政府が示したアンケートの調査はいつ誰を対象に行われたも

のなのか、そして、このアンケート調査を実施して、その調査結果を用いて答弁をするのであれば、

この調査結果を取りまとめて公表をそもそもすべきではないかと思いますが、併せてお尋ねをした

いと思います。 

●政府参考人（小林浩史君）  

お答え申し上げます。議員御指摘の本法案第五条の継続性の政令で定める期間、これを検討

する際に参考にするということで、先日来御答弁させていただいているアンケート調査ということで

ございます。 

 このアンケート調査は、具体的には、令和四年八月に内閣官房が関係省庁と共同で実施をした、

自身で事業を営み、従業員を雇っていない個人事業主を対象として調査したものでございます。

当該アンケート調査の結果につきましては、今後、内容の精査を進めて、速やかに公表してまい

りたいと考えてございます。 

 いずれにしても、政令で定める期間を検討する際には、こうしたアンケート調査結果等も踏まえ

て、関係者の方ともしっかり意見交換を行い、取引実態に即した期間を設定してまいりたいと考え

てございます。 

○柴田巧君  

こうやって国会の答弁などでも使用するとすれば、やはり事前に公表があってしかるべきでは
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ないかと思われますが、既に国会の中でその調査に基づいてという答弁があるので、それに基づ

いてちょっとお聞きをしていきますけれども、この遵守事項の対象となる業務委託の政令で定める

期間については、今触れてきたアンケート調査から、先ほども言いましたように、主な取引先との

契約期間が三か月を超えて六か月といった長期となるほど取引先から不利益行為というものを受

けやすいという傾向が見られると、これを参考として検討する旨を述べているわけですが、では、

どの程度の期間の契約にどのような不利益がどの程度の割合の者に生じているのか、この調査

結果の詳細をお聞きをしたいと思います。 

●政府参考人（小林浩史君）  

御指摘ございました当該アンケート調査というものは、公表に向けて精査中という位置付けで

はございますが、この中で、本法案五条二項二号の不当な変更、やり直しに該当し得る一方的な

取引条件の変更を受けたと回答された事業者の割合というのを御説明したいと思います。 

 三か月未満の契約期間の事業者については平均で二五・九％、三か月以上の契約期間では平

均三二％となりまして、六か月以上の契約期間では平均三四・三％となっているところでございま

して、これらの割合の方が一方的な取引条件の変更を受けたと回答されておりまして、これを基

に、契約期間が三か月を超えて六か月といった長期となるほど取引先から不利益行為を受けや

すい傾向が見られていると考えているところでございます。 

 いずれにせよ、法案成立後、内閣官房のこの調査も参考としつつ、発注事業者やフリーランス

関係団体等の御意見を伺い、取引の実態をよく把握するとともに、パブリックコメントで広く国民の

御意見もお聞きした上で検討し、フリーランスが安定的に働くことができるよう、継続的業務委託

の具体的な期間を設定してまいりたいと考えてございます。 

○柴田巧君  

（略）では、答えられる範囲でお願いをしたいと思いますが、この継続的業務委託の具体的な期

間については、このさきのアンケート調査においても、契約期間が一年以上の場合には仕事の掛

け持ち数が減るという結果も参考に検討するということでありましたが、この当該アンケート調査

において、契約期間と仕事の掛け持ちの数の相関関係はどの程度なのか。例えば、三か月、六

か月、一年、三年以上などの各期間における掛け持ち数の平均など、答えていただければと思い

ます。 

●政府参考人（宮本悦子君） 

お答え申し上げます。先ほど御説明いたしました内閣官房のアンケート調査によりますと、主な

契約期間中の掛け持ち数につきましては、まず、三か月以上六か月未満や六か月以上一年未満

の契約では、複数の仕事を掛け持ちしている者の割合が平均して約五割、四八・九％となってい

るのに対しまして、一年以上三年未満や三年以上の契約、期間の定めのない契約におきまして

は、複数の仕事を掛け持ちしている者の割合が平均して約三割、三三・五％となっております。契

約期間が一年以上の契約におきましては、仕事の掛け持ち数が減る傾向にございます。 

○柴田巧君  

今幾つかアンケート調査の結果をお聞きをしてきましたが、詳細をというか結果をお聞きをして

きましたけれども、契約期間、仕事の掛け持ち数、特定の発注事業者への依存度の三者の因果

関係の妥当性など、このアンケートの調査結果を参考に具体的な期間を検討することと継続性を

要件とする趣旨との整合性についてはちょっと疑問が残るんですが、この政令で定める継続的業

務委託の期間は、育児、介護等の配慮や解除等の予告がなくては特定受託事業者の安定的な

業務の従事が脅かされるような期間となるように、明確な根拠を用いて検討し説明すべきと考え

ますが、今後の検討における政府の考え方を改めてお聞きをしておきたいと思います。 

●政府参考人（宮本悦子君）  

お答え申し上げます。継続的な契約関係におきましては、特定の発注事業者への依存度が高

まると考えられるところ、育児、介護等と業務の両立や契約の中途解除に伴う事業への影響の緩

和といった就業上の課題に対応する必要がございます。実際に、先ほど御説明いたしました内閣
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官房が関係省庁と共同で実施したアンケート調査では、契約期間が一年以上の場合には、仕事

の掛け持ち数が減ることで特定の発注事業者への依存度合いが高まる傾向が見られるところで

ございます。 

 いずれにいたしましても、法案成立後、内閣官房のアンケート調査も参考としつつ、発注事業者

やフリーランス関係団体等の御意見を伺いまして取引の実態をよく把握しますとともに、パブリック

コメントで広く国民の御意見をお聞きした上で検討しまして、フリーランスの方々が安定的に働くこ

とができますよう、継続的業務委託の具体的な期間を設定してまいりたいというふうに考えてござ

います。 


